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生産性倍増に向けた取り組み状況
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移動

配電線故障箇所探査のカイゼン”いち早く電気をお届けするために”
東京電力パワーグリッド株式会社01

1. 生産性倍増に向けた主な取り組み事例

電柱に敷設されている電線(配電線)で故障による停電が発生した際は、故障箇所を探して、故障原因を取り除いた
うえで停電を解消している。
故障箇所探査は発信器から流れる故障電流を受信器で検知することで故障箇所を特定している。発信器は変圧器
への取付に限定されており、何度も電柱に昇って受信器で探査するため、ムダな移動や繰り返し作業が発生。
取付箇所を選ばない発信器と地上から探査可能な受信器を新規開発し、停電時間を６割短縮。

業務効率化 67％削減

故障箇所発信器
（課電装置）

受信器
（アンテナ）「故障電流」

<カイゼン前>

停電時間６割短縮
<カイゼン後>

カイゼン①開閉器操作場所でも取付可能な発信器を
新規開発しムダな移動をカイゼン

カイゼン②故障電流が電線を流れる時に発生する磁界
を検知できる受信器を新規開発し地上探査
にカイゼン

磁界
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（平均 4回）
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課題①ムダな移動が発生 課題②何度も電柱に昇って探査
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1. 生産性倍増に向けた主な取り組み事例
点検項目・道具カイゼンによる一人作業の実現
東京電力ホールディングス株式会社

・３人が各々作業を実施
・確認・手待ち・移動のムダ、
道具の使いにくさがあった。

・作業の必然性を追求、整理。
・どうすれば1人作業ができるか、
作業や道具の組み合わせを工夫。

標準作業要領書

電気設備の保全作業において、作業の必然性を追求し、最良な保全手法を福島第二原子力発電所で検討、
一人作業を目指し、点検項目の見直し、道具の見直しを行い生産性向上を実現。
今後はこの取り組みを標準化し、原子力部門への展開を進めてまいります。

今後の展開

標準作業要領書へ
落とし込み、構内企業
および原子力部門への

展開を進める

カイゼン
ポイント
と結果

展開効果見込み
（1100MW級 BWRプラント）
作業工数９９％OFF

展開効果見込み
（1100MW級 BWRプラント）
作業工数９９％OFF

クリップタイプ端子タイプ

カ
イ
ゼ
ン
前

カ
イ
ゼ
ン
後
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1. 生産性倍増に向けた主な取り組み事例

東京電力リニューアブルパワー株式会社

水力発電所 水車修理の工程短縮

数カ月間の発電停止となる水車修理の徹底的な工程短縮に向け、社員自らのアイデアを、自らの手で施工・検証。
現地施工・検証には、設備を誰よりも知る現地事業所と、豊富な直営作業経験を有する本社がタッグを組み実施。
「カイゼンに終わりなし！」を合言葉に、磨き込みを繰り返し生産性2倍増を達成。

カイゼン
ポイント
と結果

分解
７

点検・手入れ
１５

組立
２６

有水試験
４

直営３４４ １５

現地事業所 本社

自らの頭で考え、
自らの手で検証し、
ホンモノに磨き込み！

生産性２倍増達成！

カイゼン前 52日

回転子：クレーン
4人作業 →        1人作業

リフト量均等調整 →         なし
クレーン・ジャッキアップの交互操作→      同時操作

油圧同調ポンプ固定子：手作業ジャッキアップ
<カイゼン後>

カイゼンの一事例＜熟練手作業の機械化＞
<カイゼン前>

カイゼン後 26日 ＜直営施工＞
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2023年度のコスト削減実績は4,253億円であり、目標(3,085億円)を1,168億円超過達成しました。

2023年度のコスト削減実績と施策別内訳
２. 経営合理化の取り組み状況

63,024

(2,957)

58,770

コスト削減実績
4,253億円

実質的な競争調達環境の実現による取引価格の低減(▲655)
子会社・関連会社と協働したコスト削減への取組みによる取引価格の低減(▲699)

設備投資削減による減価償却費の減(▲54)
工事・補修の実施時期・規模見直し(▲433)
保全高度化による点検・補修周期の見直し(▲278)

(億円)
電気事業営業費用

(1,297)

0
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競争調達比率拡大・主要子会社のコスト削減実績
２. 経営合理化の取り組み状況

2023年度の競争調達比率は、概ね6割を維持しました。
主要子会社のコスト削減額は、2023年度目標343億円に対し、512億円超過達成しました。

競争調達比率実績競争調達比率実績
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+512億円

目標 実績

主要子会社のコスト削減実績
外注費低減施策

・外注作業の効率化
・競争発注による削減 等
人件費の低減

・仕様簡略化による工数削減
・デジタル化 等
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要員効率化について
「総特」における10年間の人員削減計画を前倒しで達成した以降も、継続して効率的な事業運営に取り組んでおります。

２. 経営合理化の取り組み状況

※2020年度末から2021年度末にかけての要員減には、燃料・火力事業等における㈱JERAへの事業統合に伴う同社への転籍影響（約2,300人）を含む

要員効率化実績要員効率化実績

年度末年度末 年度期初 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末 年度末

うち廃炉、賠償・復興推進要員数(人)

年度末 年度末 年度末 年度末

34,500（総特計画）

※


